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序章 
 

１．⽴地適正化計画制度創設の背景 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■多極ネットワーク型コンパクトシティのイメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：国土交通省資料 

  

○全国的に・・・ 
・急速な人口減少と高齢化に直面し、地域の産業の停滞もあり活力が低下しています。 

・住宅や店舗等の郊外立地が進み、市街地が拡散し、低密度な市街地となっています。 

・厳しい財政状況下において、拡散した市街地では、居住者の生活を支えるサービスの 

提供が将来困難になりかねない状況にあります。 

○特に春日部市を含む三大都市圏の郊外部では・・・ 
・高齢者数の著しい増加が見込まれ、自動車が運転できなくなると、自立した日常生活も

困難となる人が増えることが予想されます。 

 

こうした状況下で、今後も都市を持続可能なものとしていくためには、都市の部分的な
問題への対症療法では間に合わず、都市全体の観点からの取り組みを強⼒に推進する必
要があります。 

 
 
 

○医療・福祉施設、商業施設や住居等がまとまって⽴地し、あるいは、⾼齢者をはじめとする
住⺠が、⾃家⽤⾞に過度に頼ることなく、公共交通により医療・福祉施設や商業施設等にア
クセスできるなど、日常⽣活に必要なサービスや⾏政サービスが住まいなどの⾝近に存在す
る「多極ネットワーク型コンパクトシティ」を目指すことが有効です。 

今後の都市政策の方向性 

全国的な都市の現況と課題 

多極ネットワーク型コンパクトシティ 
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多極ネットワーク型コンパクトシティを形成し、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能

の立地、公共交通の充実に関する包括的なマスタープランとして、2014年（平成26年）８月の

都市再生特別措置法の改正により「立地適正化計画」制度が創設されました。 

 

■⽴地適正化計画の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：国土交通省資料  
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２．春⽇部市における⽴地適正化計画策定の⽬的 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

①春日部市では、⾸都圏や近隣都市と⽐較して⼈⼝が大きく減少する⾒込みです。⽣産年齢⼈
⼝が大幅に減少する⼀方、⾼齢者は増加する⾒込みです。 

☞人口減（特に生産年齢人口の減少）による税収の減少と、高齢者増による社会保障費等の増

加により、財政が悪化する恐れがあります。 

☞拡散した市街地では、自動車が運転できなくなった高齢者は、日常生活が困難となる恐れが

あります。 

②春日部市の DID※面積は拡大していますが、DID ⼈⼝密度は低下しています。 
☞このまま人口減少が進んだ場合、居住者の生活を支える商業・医療・福祉や公共交通等の生

活サービスや都市インフラを維持することが困難となる恐れがあります。 

 

【春日部市の現在と、現在の状況が続いた場合の将来】 

【都市構造の転換の必要性】 
 

上記の不安を解消するため、これまでの拡散型の都市構造から脱却し、集約型の都市構造へ

と転換する必要があります。集約型の都市構造とは、以下のような生活が可能となる都市と考

えます。 

○日常生活に必要な医療・福祉・子育て・商業などのサービスや行政サービスが、住まいの身

近にある。 

○高齢者をはじめとする住民だれもが、自家用車に過度に頼ることなく、公共交通により便利

に医療・福祉・子育て・商業施設などにアクセスできる。 

拡散型の都市構造から、集約型の都市構造への転換が必要 

 

春日部市には既に東西南北に鉄道があり、バランスよく配置された駅を中心に市街地が形成

されています。また、それを補完するバス交通のネットワークが形成されており、春日部市の

都市構造は「多極ネットワーク型コンパクトシティ」の形成に向けた素地が整っています。 

【春日部市の都市構造の特徴】 

東⻄南北の鉄道軸とバランスよく配置された駅がある 

 

春日部市の都市構造の特徴を活かした「多極ネットワーク型コンパクトシティ」の形成により、

持続可能な都市を目指します。そのための施策を計画的に講じていくため、立地適正化計画を

策定します。 

 

「多極ネットワーク型コンパクトシティ」により持続可能な都市を形成 

【⽴地適正化計画を策定する目的】 

※DID（⼈⼝集中地区）︓国勢調査による基本単位区等を基礎単位として、以下の両方を満たす地域を「⼈⼝集中地
区」と呼んでいます。 
１）原則として⼈⼝密度が4,000⼈/㎢以上の基本単位区等が市区町村の境域内で互いに隣接している 
２）それらの隣接した地域の⼈⼝が国勢調査時に5,000⼈以上を有する 
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■参考① 春日部市の⼈⼝及び⼈⼝構成の将来⾒通し 
 

 

 

 【将来⼈⼝の⾒通し(2010年（平成22年）を1とした場合の増減率)】【年齢３区分別⼈⼝の将来⾒通し(春日部市)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2010年（平成22年）～2015年（平成27年）は国勢調査、 

2020年（令和2年）以降は国立社会保障・人口問題研究所推計人口 

■参考② 市街地の拡散の推移 

 

 

【DID 区域の変遷】              【DID ⼈⼝密度・面積の推移】 

 

 

DID区域 

 ～1965年（昭和40年） 

～1970年（昭和45年） 

～1975年（昭和50年） 

～1980年（昭和55年） 

～1985年（昭和60年） 

～1990年（平成2年） 

～2010年（平成22年） 

現行市街化区域 

出典：国土数値情報 

○DID面積は拡大している⼀方、DID⼈⼝密度は低下しています。 

○⾸都圏や近隣都市と⽐較して、⼈⼝が大きく減少する⾒込みです。 
○⽣産年齢⼈⼝が大幅に減少する⼀方、⾼齢者は増加する⾒込みです。 
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３．⽴地適正化計画の位置づけと⽬標年次 
（１）⽴地適正化計画の位置づけ 

立地適正化計画は、総合振興計画に即し、少子高齢化時代に対応した春日部市のまちづくり

を、都市計画マスタープランと両輪となって進めるため、多極ネットワーク型コンパクトシテ

ィの都市構造の形成に資する、具体的な区域や施策を定める計画としての役割を有します。 

立地適正化計画では、居住や生活サービス機能などの、人々の生活に密着したまちづくりを

推進するため、従来から都市計画と強い関連があった交通・農業・防災・産業・環境などの分

野はもとより、これまでの都市計画ではあまり意識されてこなかった商業・医療・福祉・健康・

子育て・教育・交流・コミュニティなどの、幅広い分野の政策とも連携した計画とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）目標年次 
立地適正化計画は、概ね20年後の将来を展望し、概ね５年ごとに評価を行うことが望ましい

とされています。（第12版都市計画運用指針（2022年（令和４年）国土交通省）） 

また、春日部市総合振興計画は10年間を計画期間としているため、2018年度（平成30年度）

から立地適正化計画を始めると、立地適正化計画１サイクルが総合振興計画２サイクルに合致

します。 

このことより、春日部市立地適正化計画の目標年次は以下のとおりとします。 

 

 

  
春日部市⽴地適正化計画の目標年次︓2040 年度（令和 22 年度） 

第２次春日部市総合振興計画 

春日部市都市計画 

マスタープラン 

春日部市全域を対象と

した都市政策の基本方

針を示すもの 

【従来より都市

計画と強い関連

性のある分野】 

・交通分野 

・農業分野 

・防災分野 

・産業分野 

・環境分野 

【これまでの都市計

画ではあまり関連の

なかった分野】 

・商業分野 

・医療分野 

・高齢者福祉分野 

・子育て、教育分野 

・交流、ｺﾐｭﾆﾃｨ分野 

都市計画マスタープランと立地適正化計画が両輪となって 

少子高齢化時代に対応した春日部市のまちづくりを推進 

連
携 

総合計画に即して作成される計画 

連
携 

春⽇部市 
⽴地適正化計画 

主に市街化区域を対象と

してコンパクト＋ネット

ワークの都市構造の形成

に資する具体的な区域や

施策を定めるもの 

【地方創生に向けた

新たな政策横断的な

計画・戦略】 

まち・ひと・しごと

創生総合戦略・人口

ビジョン 

連
携 

都市再生整備計画 
個性あふれるまちづくりを実施し、全国の都市の再生を効率的に推進するための制度 

立地適正化計画に基づき策定し、事業を実施 

事業計画 
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（３）⾒直しサイクル 
本計画の見直しについては、計画の実現に向け、国勢調査及び市民意識調査結果を踏まえ、

本計画で設定した目標値の達成状況の評価を行いつつ、実施することとします。 

 

■⽴地適正化計画の⾒直しサイクル 

年次 国勢調査 市⺠意識調査 ⽴地適正化計画の 
⾒直し検討 

2018 年（平成 30 年）    
2019 年（平成 31 年）    
2020 年（令和 2 年）    
2021 年（令和 3 年）    
2022 年（令和 4 年）    
2023 年（令和 5 年）   （改定） 
2024 年（令和 6 年）    
2025 年（令和 7 年）    
2026 年（令和 8 年）    
2027 年（令和 9 年）    
2028 年（令和 10 年）    
2029 年（令和 11 年）    
2030 年（令和 12 年）    
2031 年（令和 13 年）    
2032 年（令和 14 年）    
2033 年（令和 15 年）    
2034 年（令和 16 年）    
2035 年（令和 17 年）    
2036 年（令和 18 年）    
2037 年（令和 19 年）    
2038 年（令和 20 年）    
2039 年（令和 21 年）    
2040 年（令和 22 年）    
2041 年（令和 23 年）    
2042 年（令和 24 年）    
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４．SDGｓ（持続可能な開発⽬標） 
ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）は、2015年（平成27年）の国連サミットで採

択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載された2030年（令和12年）までの

国際目標で、「誰一人取り残さない」の理念により、経済・社会・環境の三側面における課題

に対して統合的に推進するものです。 

貧困、エネルギー、成長・雇用、気候変動など、持続可能な社会の実現のための17のゴール

と169のターゲットから構成されており、持続可能なまちづくりや地域活性化に向けた取組を

推進するにあたり、17のゴールを追求することによって地域課題を解決するとともに、地域に

おける資金の還流による好循環を生み出し、地方創生を推進していくことが求められています。 

 
【春日部市 SDGｓ推進方針】 

春日部市では、「春日部市ＳＤＧｓ推進方針」を策定し、春日部市ＳＤＧｓ推進本部を中心

にＳＤＧｓを推進しています。 

 

【SDGｓ未来都市】 
春日部市は、2020年（令和２年）７月に「ＳＤＧｓ未来都市」として選定されました。 

 
 
 

■SDGｓにおける 17 の目標 
 

 

 

 



 

 

 


